
検証：ＯＤＡを問う

メコン開発から見た
環境と人権 の影響環境と人権への影響

日時 2010年1月23日（土）13:30 16:00日時：2010年1月23日（土）13:30～16:00 

場所：（財）人権教育啓発推進センター

主催：メコン・ウォッチ、国際環境NGO FoE Japan
協力： アーユス仏教国際協力ネットワーク、アジア開発銀行福岡NGO フォ

「環境 持続社会 究 タ カ ボジ 市 地球ーラム、「環境・持続社会」研究センター、カンボジア市民フォーラム、地球・
人間環境フォーラム、日本環境ジャーナリストの会（JFEJ）、日本国際ボラン
ティアセンター(JVC)、ODA改革ネットワーク
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プログラムグラ
開発ラッシュのメコン流域とODA

事例１：カンボジアにおける強制立ち退き問題と日本の支援事例１：カンボジアにおける強制立ち退き問題と日本の支援
の今後

事例２：ビルマ（ミャンマー）
～日本の援助が軍政ではなく国民を支えるために

＜質疑＞

＜映像上映＞

事例３：貧困削減？ 貧困の創出？
～ラオス・ナムトゥン２ダムに見る開発援助の問題

事例４：古典的な問い：誰にとっての援助？
タイ 事例 るタイの事例にみるODA

＜質疑＞

援まとめ：日本の援助に問われる透明性と審査・評価体制

＜質疑・全体議論＞
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2010年1月23日
検証：ＯＤＡを問う

メコン開発から見た環境と人権への影響

開発ラッシュのメコン流域とODA開発ラッシュのメコン流域とODA 

国際環境NGO F E J メコン ウォッチ国際環境NGO FoE Japan メコン・ウォッチ

満田 夏花（みつた・かんな）
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ODAとはODAとは

「政府または政府の実施機関によって開発途「政府または政府の実施機関によって開発途

上国または国際機関に供与されるもので、開
発途上国の経済 社会の発展や福祉の向上発途上国の経済・社会の発展や福祉の向上
に役立つために行う資金・技術提供による協
力 と （外務省）力のこと」（外務省）
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「 際 が「ODAは国際社会におけるわが国の発言力
を高める最も有効かつ重要な外交ツール」。

「日本が世界 の援助国であ たのは昔の「日本が世界一の援助国であったのは昔の
話。ODA予算はどんどん減り続け、今や世界
第5位。このままでは、世界における日本の
地位が下がり続ける」。地位が下がり続ける」。

ホント？
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主要国のODAの推移主要国のODAの推移
2007年の日本のODA実績は、支
出純額（ネ トベ ）で約76億出純額（ネットベース）で約76 億
7,895 万ドル（約9,046億円）。

6政府開発援助（ODA）白書 2008年版



ODAの形態別内訳ODAの形態別内訳

7政府開発援助（ODA）白書 2008年版

二国間ODAの地域別内訳二国間ODAの地域別内訳
（純額ベース）

8政府開発援助（ODA）白書 2008年版



9政府開発援助（ODA）白書 2008年版

日本が最大の援助供与国となっている国本 最大 援助供与国 な る国
（支出純額ベース）

10政府開発援助（ODA）白書 2008年版



「日本が世界一の援助国であったのは昔の
話 ODA予算はどんどん減り続け 今や世界話。ODA予算はどんどん減り続け、今や世界
第5位。このままでは、世界における日本の
地位が下がり続ける地位が下がり続ける」。

「ODAは国際社会におけるわが国の発言力は国際社会におけるわが国の発言力
を高める最も有効かつ重要な外交ツール」。

→日本の援助額はやはり大きな影響をもたらしうる→日本の援助額はやはり大きな影響をもたらしうる。
とりわけ、メコン諸国。

「援助額 が 国際的な「発言力 に結び いている→「援助額」が、国際的な「発言力」に結びついている
わけでもない？

「額」の時代から、「質」の時代へ
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ベトナムでは①ベトナムでは①

旺盛な成長 インフラ建設のニーズ（道路 上下水旺盛な成長。インフラ建設のニーズ（道路、上下水
道、鉄道、電力）

農村 山岳地域 少数民族などの生活の変貌農村、山岳地域、少数民族などの生活の変貌

強制移転

都市への人口集中 都市公害と交通問題都市への人口集中、都市公害と交通問題

新たな貧困層の出現とその排除
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ベトナムでは②ベトナムでは②

1992-2006年に建設された、22カ所の重点ダム建建 、 建
設案件により、住民19万3000人以上が移転。その
ほとんどが山岳少数民族民

今後2010年までさらに20カ所以上の水力発電所が
稼働を予定しており、約13万人が立ち退き稼働を予定しており、約13万人が立ち退き

※対越電力セクターに対する円借款ODAは、過去34件、
4,000億円4,000億円
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その他の国々では？その他の国々では？
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